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昨年よりCOPITA 理事を務めさせて頂いております。

改めまして、よろしくお願い申し上げます。

2020年に入り世界規模で拡大している新型コロナウィル

スの影響を受けて、私も在宅勤務主体の勤務状態が５か

月目に入りました。

本年度は、各団体の総会等の形態も大きく変わり、ほ

とんどの団体が従来のような集合形式でなく、委任状・書

面による参加を主体として少人数の代表者が集会した開催

或いは NET 利用での開催で、総会後の懇親会は中止と

なりました。

全国コンクリート製品協会では、会員からの情報を基に

定評のあるインターネット上の会議システムを利用して開催

しましたが、会議運営も通常の総会と同様にでき、参加者

からは「問題なく使える」との声を多くいただきました。

全国規模の団体であることから、総会等への参加は、

地域の会員の時間的経済的負担が大きく、他方、頻繁な

会合等が必要な場合などは、つい本部事務局に近隣の会

員に依存する割合も増え、両者それぞれの負担があること

から、参加者がお互い離れた場所にいながら会議のできる

安価なシステムが強く待ち望まれます。専用回線によるTV

会議サービスは料金も結構かかり、インターネットのシステ

ムも1 対 1の対話型中心で利便性が悪かったり回線容量

の制約などもあり、余り利用が進みませんでしたが、実際

に学校の NET 授業としても利用が進み「会議で利用でき

る」と多くの方が認めるようなものがようやく出てきつつあ

ると感じます。

一方、全く別の観点で、注意が必要と考えることがあり

ます。利便性と安全性が相反関係にあるということです。

前述の会議用システムも、セキュリティ上懸念が残るとさ

れており、米国はもちろん我が国をはじめ多くの政府機関

で利用対象外となっています。これは、当初の懸念指摘

への対応はあったものの、まだ、基本的システムとして提

供会社は暗号解除して通信内容にアクセス可能となってい

ること、中国を含むサービス提供では中国の法令上当局に

情報提供義務があることから情報が筒抜けとなる懸念があ

るなどのためのようです。

最近のトランプ政権は、中国政権党に個人情報・企業

機密が漏洩しないよう、中国製通信機器やスマホアプリ排

除等の姿勢を鮮明にしていますが、これは米国内だけの

影響にとどまらず、それらを利用しているものも排除対象と

なるので、我が国にも大きく影響を与えます。

最近、動画投稿サイトが話題となっている“信頼できな

いアプリ”の米国アプリストアからの排除だけでなく、“信

頼されないメーカー”に指定されたらそのメーカーのスマホ

は米国製アプリが利用できない、“信頼できない通信キャリ

ア”を米国の通信網に接続させないなど 5 つの新しい方

針が公表されています。まだ、“信頼できない”対象は余り

公表されていませんが、現在私たちが利用しているものが

指定された場合には、大きな変更が必要となりそうです。

さて、世界規模でみれば、感染拡大の影響を受けて、

7月末に発表のあった欧米の 4-6 月期 GDP 速報値は、

前期と比べて年率換算でそれぞれ 40.3％減及び 34.6％減

となったとのことで、リーマンショックをはるかに上回る影

響が出ていることが明らかになっています。この原稿執筆

時点では我が国の数値は未発表ですが、同様に 20~30%

減と記録的な落込みとなることが予測されています。

コンクリート製品業界においては、それほど大きな変化

が表れていないとお聞きしていますが、リーマンショックの

際の例では影響は１年後に現れたとのことです。当時は、

急激な景気後退見通しによって建設投資の減少を、更に

は企業業績悪化に伴う税収減を反映して直後の景気刺激

策実施年の翌年からの国・自治体の公共投資の減少を招

いたと考えられます。地域経済状況だけでなく各社の製品

構成や取引形態よっても影響の現れる時期がずれるため、

今後の動向を注視する必要があると考えています。

今後、ワクチンができ普及するまでは我慢の時期間とさ

れていますが、同時に、なくなることはなく共存していくこ

とになると指摘があります。感染拡大がきっかけで普及し

た在宅勤務、Web 会議システムなども、セキュリティ懸念

の程度などに応じて柔軟に使い分け、共存しながら全体と

しての事業効果を高め、景気変動に対応することが大切

と考えています。
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